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● エネルギー起源温室効果ガスの排出量（CO2換算）の推移
　 中国　 1990年 22.0億トン  ➡
　　　　　　 2020年 101.9億トン △ 362％
　 インド 1990年 5.7億トン  ➡
　　　　　　 2020年 21.4億トン △ 276％
　 ブラジル 1990年 1.9億トン  ➡
　　　　　　 2020年 4.1億トン △109％
　 日本 1990年 10.6億トン  ➡
　　　　　　 2020年 10.0億トン ▼ 6％
　 ドイツ 1990年 9.5億トン  ➡
　　　　　　 2020年 6.0億トン ▼ 37％
　 イギリス 1990年 5.6億トン  ➡
　　　　　　 2020年 3.1億トン ▼ 45％
● 2010年～2020年で年平均森林面積が増加した国
　 １位　中国　1,937（1,000ha/年）
　 2位　オーストラリア　446（1,000ha/年）
　 3位　インド　266（1,000ha/年）
● 2010年～2020年で年平均森林面積が減少した国
　 1位　ブラジル　▼1,496（1,000ha/年）
　 2位　コンゴ民主共和国　▼1,101（1,000ha/年）
　 3位　インドネシア　▼753（1,000ha/年）
● 日本のCO2吸収量と割合（2020年度）
　 1位　森林　約4,050万CO2トン（91％）
　 2位　農地・牧草地　約270万CO2トン（6％）
　 3位　都市緑化等　約130万CO2トン（3％）
● 主要国の一次エネルギーの自給率
　 1位　ノルウェー　816.7％
　 2位　オーストラリア　338.5％
　 3位　カナダ　174.5％　　4位　アメリカ　104.2％
　 ・・・・・・　24位　ドイツ　34.6％　　34位　韓国　17.7％
　 35位　日本　12.1％
● 日本の一次エネルギー供給構成の変化
　 1973年度（第一次石油ショック時）
　 　 再エネ等 1.0％　石油 75.5％　石炭 16.9％　原子力 0.6％　LNG 1.6％　水力 4.4％
　 2010年度（東日本大震災前）
　 　 再エネ等 4.4％　石油 40.3％　石炭 22.7％  原子力 11.2％　LNG 18.2%　水力 3.3％
　 2019年度
　 　 再エネ等 8.8％　石油 37.1％　石炭 25.3％　原子力 2.8％　LNG 22.4%　水力 3.5%

経営改善、マーケティング、企画提案等に役立つ資料を多数収録。

2023

地球温暖化&
エネルギー問題 総合統計

公共機関・大学図書館・研究室、公共図書館の必備図書

気候変動による地球規模の災害の増加！
持続可能な社会の構築のためのエネルギー問題
を見つめなおすのに最適な統計集。
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G7のエネルギー分野の温室効果ガス排出量の推移

各国の温室効果ガス排出量の
比較（2030年予測）

都道府県別、家庭部門
CO2排出量

最新トレンドから都道府県別のデータまで幅広く網羅！



国、自治体から企業まで実態と意識、対策などあらゆるデータを集録

主な内容紹介

１章  地球温暖化とは
地球温暖化の要因 /温暖化がもたらす影響・予測 /日
本における地球温暖化予測 /地球温暖化問題の経緯 /
パリ協定・各国の温室効果ガス削減目標　など

2章  自然環境の変化と影響
世界と日本の気温の変化 /日本における極端現象 /日
本におけるヒートアイランド現象 /オゾン層の変化 /
酸性雨 /海洋の変化 /森林の状況　など

3章   温室効果ガス排出量に関する
データ

世界のエネルギー起源CO₂ 排出量（2020年）/ 日本
の温室効果ガス排出量 /国連気候変動枠組条約附属書
Ⅰ国の2020年の温室効果ガス排出量データ（1990
年との比較）　など

4章 エネルギーに関するデータ
世界と日本のエネルギー自給率 /世界と日本のエネルギー資源・消費動向 /日本のエ
ネルギー国内供給 /再生可能エネルギー /日本の家計における電気価格の推移　など

5章  都道府県別温室効果ガス排出量・エネルギー消費
部門別CO₂ 排出量 /温室効果ガス排出量・エネルギー消費 /発電実績・発電所数・出
力数　など

6章  温暖化対策
農林水産分野の地球温暖化対策：設備・機器等の導入、農地土壌、森林 /地方公共団体の
温室効果ガス対策 /ZEH・ZEB/ 中小企業の脱炭素施策の取り組み状況　など

7章  温暖化・エネルギーに関する意識
気候変動に関する世論調査 /消費者の気候変動問題やカーボンニュートラルに対する
意識 国際比較 /化学工業のカーボンニュートラルに関する意識　など

主な出典元： 官庁統計、各種企業・団体

食の安全と健康意識データ集
2023

食生活データ総合統計年報
2023

余暇・レジャー&観光
総合統計2022

災害と防災・防犯
統計データ集2022

地球温暖化 & エネルギー問題総合統計 2023

ISBN978-4-86563-096-1（2023年2月刊行）
Ａ４判 ・ ３２８頁 ・ 定価１４,８００円＋税
食品の製造原価と価格上昇で食の安全は守ら
れているのか？　消費者行動の変化を読み解
くためのヒントを見つける総合統計データ集。

ISBN978-4-86563-094-7（2023年1月刊行）
Ａ４判 ・ ３３６頁 ・ 定価１４,８００円＋税
食品価格の高騰がもたらすライフスタイル
の変化
消費者の食を考え直すための総合統計集

ISBN978-4-86563-086-2（2022年6月刊行）
Ａ４判 ・ ３３６頁 ・ 定価１４,８００円＋税
新型コロナで大きな打撃を受けた観光経済！
地域経済の回復戦略のための豊富な統計
データを集めた資料集。

ISBN978-4-86563-088-6（2022年7月刊行）
Ａ４判 ・ ３３６頁 ・ 定価１４,８００円＋税
安全な国と思われていた日本の犯罪対策！
日本の安全対策を見直すための豊富な統計
資料集。

脱炭素社会の実現に関する県民意識－宮城県
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15 脱
炭素社

会の実
現に関

する県
民意識

－宮城
県

宮城県「令和3年県民意識調査」（郵送調査）

2021年
11月〜12月調査、宮城県に居住する18歳以上の者4,000

名対象（有効回答数：1,859
名）
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農業分野の地球温暖化緩和策に関する意識・意向
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7 農業分野の
地球温暖化

緩和策に関
する意識・

意向

農林水産省「農林水産統計 令和3年度 食料・農林水産業・農山漁村に関する意識・意向調査 農業分野の地球温暖化緩和策に関

する意識・意向調査」（郵送調査）　2022年1月〜2月調査、農業者、流通加工業者、全国の20歳以上の消費者及び全国の市区町

村対象（農業者：2,776名、流通加工業者：3,666事業所、消費者：1,000名、市区町村：1,295市区町村）
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（注）　中干し期間の延長とは、中干し期間を慣行から 1 週間程度延長することをいう。
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世界と日本の新車販売に占める電動車の割合の予測
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14 世界と日本の新車販売に占め
る電動車の割合の予測

ボストン コンサルティング グループ「Electric Cars Are Finding Their Next Gear」（2022年6月）「Who Will Drive Electric 

Cars to the Tipping Point?」（2020年1月）

6-14-1 世界の新車販売
1）に占める駆動システム別の

割合の予測（2021年・2025年・
2030年・2035年）
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燃料電池車（FCEV） バッテリー式EV（BEV） プラグインハイブリッド車（PHEV） ハイブリッド車（HEV）

マイルドハイブリッド車（MHEV） ディーゼル車 ガソリン車
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（年）
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（年）
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（年）
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（年）

203020252021
米国

欧州
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世界

注：1）乗用車、スポーツ用多目的車（SUV）等を含む。大型商用車は除く

（注）各年のパーセンテージの合計は必ずしも 100％にはならない

出典：ボストン コンサルティング グループ「Electric Cars Are Finding Their Next Gear」（2022 年 6 月）

6-14-2 駆動システム別、世界の新
車販売台数の予測及び電動

化率（2018年〜2030年）
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（注）CO2 排出量は、IEA（2020）、CO2 Emissions from Fuel Combusion を基にカウントし、エネルギー起源 CO2 のみ対象

資料：Climate Ambition Alliance への参加国、国連への長期戦略の提出による 2050 年カーボンニュートラル表明国、2021 年 4 月の気候サミット・COP26 等における 2050 年カーボンニュート

ラル表明国をカウントし、経済産業省作成（2021 年 11 月 9 日時点）

出典：経済産業省「国際気候変動枠組み条約交渉（概要）」

資料：IEA「CO2 Emissions from Fuel Combustion 2020」「World Energy Outlook（2019 Edition）」等に基づいて環境省作成。　

出典：経済産業省「COP26 の成果と今後の動向」

1-4-11 京都メカニズ
ムの概要

図表

出典：環境省「京都メカニズムの概要」
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資料：経済産業省資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」を基に一部を三冬社で作成

出典：経済産業省資源エネルギー庁「エネルギー白書（2022・2007）」4-6-7 業種別、製造業のエネルギー消費の推移（1990年度・2005年度・2020年度）
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（注）1　化学については、1990 年度は他業種との重複分によって数値が大きくなることに留意する必要がある。

2　化学のエネルギー消費には、ナフサなどの石油化学製品製造用原料を含む。

資料：経済産業省資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」を基に一部を三冬社で作成

出典：経済産業省資源エネルギー庁「エネルギー白書（2022・2007）」
4-6-8 業種別、業務他部門のエネルギー消費の推移（1965年度〜2020年度）
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（注）「総合エネルギー統計」は、1990 年度以降、数値の算出方法が変更されている。

資料：日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計要覧」、経済産業省資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」を基に作成

出典：経済産業省資源エネルギー庁「エネルギー白書 2022」

4-6-9 用途別、業務他部門のエネルギー消費原単位の推移（1965年度〜2020年度）
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（注）「総合エネルギー統計」は、1990 年度以降、数値の算出方法が変更されている。

資料：日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計要覧」、経済産業省資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」を基に作成

出典：経済産業省資源エネルギー庁「エネルギー白書 2022」

4-6-6 エネルギー源別、製造業のエネルギー消費の推移（1990年度・2005年度・2020年度）
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2 気温の変化②日本

気象庁「日本の年平均気温」「日本の季節平均気温」

2-2-1 日本の年平均気温偏差の
経年変化（1898年〜2022年

）

図表

-2.0

-1.5

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

2030
（年）201020001990198019701960195019401930192019101900

（℃）

トレンド＝1.30（℃／100年）

各年の平均気温の基準値からの偏差

長期変化傾向

2020

年 偏差（℃）

1898 -1.03

1899 -1.11

1900 -1.37

1901 -1.33

1902 -1.33

1903 -1.07

1904 -1.16

1905 -1.26

1906 -1.62

1907 -1.52

1908 -1.75

1909 -1.44

1910 -1.52

1911 -1.00

1912 -1.42

1913 -1.89

年 偏差（℃）

1914 -0.51

1915 -0.86

1916 -0.44

1917 -1.62

1918 -1.39

1919 -1.04

1920 -0.81

1921 -1.38

1922 -0.88

1923 -1.07

1924 -1.31

1925 -1.24

1926 -1.62

1927 -1.23

1928 -0.92

1929 -1.18

年 偏差（℃）

1930 -0.63

1931 -1.34

1932 -1.02

1933 -0.95

1934 -1.44

1935 -1.06

1936 -1.40

1937 -0.67

1938 -0.85

1939 -0.98

1940 -1.16

1941 -1.09

1942 -0.97

1943 -1.16

1944 -1.39

1945 -1.87

年 偏差（℃）

1946 -0.67

1947 -1.73

1948 -0.38

1949 -0.96

1950 -0.59

1951 -0.93

1952 -1.05

1953 -1.04

1954 -0.83

1955 -0.43

1956 -1.04

1957 -1.06

1958 -0.59

1959 -0.18

1960 -0.52

1961 -0.13

年 偏差（℃）

1962 -0.68

1963 -0.95

1964 -0.60

1965 -1.29

1966 -0.84

1967 -0.78

1968 -0.94

1969 -1.09

1970 -1.06

1971 -0.98

1972 -0.45

1973 -0.60

1974 -1.21

1975 -0.66

1976 -1.18

1977 -0.71

年 偏差（℃）

1978 -0.46

1979 -0.10

1980 -1.08

1981 -1.28

1982 -0.63

1983 -0.80

1984 -1.29

1985 -0.68

1986 -1.26

1987 -0.44

1988 -0.95

1989 -0.15

1990 +0.48

1991 -0.06

1992 -0.41

1993 -0.82

年 偏差（℃）

1994 +0.26

1995 -0.50

1996 -0.84

1997 -0.21

1998 +0.45

1999 +0.19

2000 -0.03

2001 -0.35

2002 -0.01

2003 -0.36

2004 +0.46

2005 -0.32

2006 -0.10

2007 +0.30

2008 -0.08

2009 0.00

年 偏差（℃）

2010 +0.30

2011 -0.17

2012 -0.26

2013 +0.04

2014 -0.16

2015 +0.39

2016 +0.58

2017 -0.05

2018 +0.38

2019 +0.62

2020 +0.65

2021 +0.61

2022 +0.60

（注）基準値は 1991 ～ 2020 年の 30 年平均値。

出典：気象庁「日本の年平均気温」
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日本における極端現象（大雨・猛暑日）の長期変化
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2-3-8 全国（15地点平均）の月平均気温における異常高温の年間出現数の経年変化（1901年〜2021年）
図表

１
地
点
当
た
り
の
出
現
数

トレンド = 1.05（回／100年）

2020
（年）

201020001990198019701960195019401930192019101900
0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5
（回）

異常高温の出現数

5年移動平均値
長期変化傾向

（注）1 15 観測地点（網走・根室・寿都・山形・石巻・伏木・飯田・銚子・境・浜田・彦根・多度津・宮崎・名瀬・石垣島）の観測値を用いて解析を行った。
2　ここでは、異常高温を「1901 ～ 2018 年の 118 年間で各月における月平均気温の高い方から 1 ～ 4 位の値」と定義している。

出典：気象庁「気候変動監視レポート 2021」

2-3-9 全国（15地点平均）の月平均気温における異常低温の年間出現数の経年変化（1901年〜2021年）
図表
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（年）
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（回）

トレンド = －0.71（回／100年）

１
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異常低温の出現数

5年移動平均値
長期変化傾向

（注）1 15 観測地点（網走・根室・寿都・山形・石巻・伏木・飯田・銚子・境・浜田・彦根・多度津・宮崎・名瀬・石垣島）の観測値を用いて解析を行った。
2　ここでは、異常低温を「1901 ～ 2018 年の 118 年間で各月における月平均気温の低い方から 1 ～ 4 位の値」と定義している。

出典：気象庁「気候変動監視レポート 2021」

2-3-10 月平均気温・月降水量・月間日照時間の記録を更新した気象台等の地点数（2021年）
図表

（注）　全国 153 地点の気象台等の統計値を対象とした。出典：気象庁「気候変動監視レポート 2021」

（単位：地点数）月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月記録の種別 更新 タイ 更新 タイ 更新 タイ 更新 タイ 更新 タイ 更新 タイ 更新 タイ 更新 タイ 更新 タイ 更新 タイ 更新 タイ 更新 タイ平均気温 高い記録 22 8 126 5 5 2 2 1 10 2 3 1
降水量

多い記録 1 1 4 1 5 3 1 30 2 3少ない記録
8 1 1 1

日照時間
多い記録 3 40 1 3 11 4 1 15 2少ない記録 1

1

日本のエネルギー消費動向

石炭製品

炭

蒸気
再生可能・未活用エネルギー0.6%

電力

天然ガス・都市ガス
石油

石炭製品

石炭

2020年度5,098×1015J

約0.8倍

666666.66%%%%%%%
1155.22%%%%%%%%

34.1%
55.88%%%%

222222.3333%%%%%%

15.5%

（1990年度・2005年度・2020年度）

非素材系

紙・パルプ

窯業土石

化学

鉄鋼

2020年度5,098×1015J

倍
2266.44%%%%%%%

40.5%

66.777%%

55.777%%

2222000.777%%

（1965年度〜2020年度）

その他サービス

飲食店
売

20
（年

11,99

222,4441122

エネルギー源別、製造業のエネルギー消費の推移（1990年度・2005年度・2020年度）
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年
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4-4-6 国産及び輸入別、天然ガスの供給量（1965年度〜2020年度）

図表

0

20,000

40,000
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80,000

（万トン）

2015
2020（年度）

2010
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1990

1980

1970

1965

0

20

40

60

80

100

国産天然ガス（左軸）
輸入LNG（左軸）

輸入比率（右軸）

97.9%

7,636万トン

161万トン

10,000

（％）

資料：経済産業省「エネルギー生産・需給統計年報」「資源・エネルギー統計」「電力調査統計月報」「ガス事業統計月報」、財務省「日本貿易統計」を基に作成

出典：経済産業省資源エネルギー庁「エネルギー白書 2022」4-4-7 国産及び輸入別、LPガスの供給量（1965年度〜2020年度）

図表
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（％）
100

2015
2020（年度）

2010
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1990

1980

1970

1965

輸入比率（右軸）

国産LPガス（左軸）

輸入LPガス（左軸）

77.0%

1,010万トン

301万トン

（注）「国産 LP ガス」は、製油所の数値である。

資料：経済産業省「資源・エネルギー統計」、財務省「日本貿易統計」を基に作成

出典：経済産業省資源エネルギー庁「エネルギー白書 2022」4-4-8 国内炭・輸入炭供給量の推移（1965年度〜2020年度）

図表
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国内原料炭（左軸）

輸入一般炭（左軸）
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国内一般炭（左軸）

輸入炭比率（右軸）
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20

40

60

80

　（％）
100

99.7 ％

（注）国内一般炭には国内無煙炭、輸入一般炭には輸入無煙炭をそれぞれ含める。

資料：2020 年度までは経済産業省「エネルギー生産・需給統計年報」、2001 年度から財務省「日本貿易統計」、石炭フロンティア機構「コールデータバンク」を基に作成

出典：経済産業省資源エネルギー庁「エネルギー白書 2022」

2
005

資料：日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計要覧」、経済産業省資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」を基に作成

4-6-9 用途別、業務他部門のエネルギー消費原単位の推移（1965年度〜2020年度）
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用途別、業務他部門のエネルギー消費原単位の推移（1965年度〜2020年度）
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2-7-1 年平均海面水温（全球平均）の平年差の推移（1890年〜2021年）

図表

-1.0

0.0

0.5

-0.5

（℃）

2030
（年）

20202010200019901980197019601950194019301920191019001890

平年差 5年移動平均 長期変化傾向

海
面
水
温
の
平
年
差

平年値：1991 ～ 2020年平均

トレンド=0.56（℃／ 100年）

（注）平均値は 1991 ～ 2020 年の 30 年平均値である。

2-7-2 日本近海の全海域平均海面水温（年平均）の平年差の推移（1909年〜2021年）

図表
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-2.0

-1.5

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

海
面
水
温
平
年
差

（℃）
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（注）平均値は 1991 ～ 2020 年の 30 年平均値である。

7 海洋の変化
気象庁「海洋の健康診断表」
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0

20

2015
2020（年度）
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2000

ガス（左軸） 1,0101,010万万トン

301301万トン万トン

資料：経済産業省「資源・エネルギー統計」、財務省「日本貿易統計」を基に作成

出典：経済産業省資源エネルギー庁「エネルギー白書 2022」4-4-8 国内炭・輸入炭供給量の推移（1965年度〜2020年度）

図表

2020（年度）

2010

2005

2000

1995

1990

1985

1980

1975

1970

1965
0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

（100万トン）200

国内原料炭（左軸）

国内原料炭（左軸）

国内原料炭（左軸）

国内原料炭（左軸）

国内原料炭（左軸）

国内原料炭（左軸）

国内原料炭（左軸）

国内原料炭（左軸）

国内原料炭（左軸）

国内原料炭（左軸）

輸入一般炭（左軸）

輸入原料炭（左軸）

国内一般炭（左軸）

国内一般炭（左軸）

国内一般炭（左軸）

輸入炭比率（右軸）

0

20

40

60

80

　（％）
100

99.7 ％

（注）国内一般炭には国内無煙炭、輸入一般炭には輸入無煙炭をそれぞれ含める。

資料：2020 年度までは経済産業省「エネルギー生産・需給統計年報」、2001 年度から財務省「日本貿易統計」、石炭フロンティア機構「コールデータバンク」を基に作成

出典：経済産業省資源エネルギー庁「エネルギー白書 2022」
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3-2-3 世界のエネルギー起源 CO2排出量
（2020年）に占めるG20諸国の割合

図表

3-2-4
世界のエネルギー起源CO2排出量（2020
年）に占めるカンクン合意に基づき緩和
目標・行動を提出した国1）の割合

図表

G7以外のG20約59%
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世界のエネルギー起源CO2排出量317億トンうち、G20諸国の排出量257億トン（約81％）
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4.9%
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3.1% 1.9%

世界のエネルギー起源CO2排出量317億トン

I
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注：1）ドイツ、イタリア、フランス
資料：国際エネルギー機関（IEA）「Greenhouse Gas Emissions from Energy」2022 

EDITION を基に環境省作成

注：1）非附属国Ⅰ国は FCCC/SBI/2013/INF.12/Rev.3 を参照。

：2）注：1）に含まれていない非附属国Ⅰ国、及び注：1）のうち、資料に国別排出量

が掲載されていない国は、「未提出国・その他」に含まれている。

：3）カザフスタンは含まれているが、緩和目標・行動が未提出であるトルコは含まれ

ていない。資料：国際エネルギー機関（IEA）「Greenhouse Gas Emissions from Energy」2022 

EDITION を基に環境省作成

3-2-1 世界のエネルギー起源CO2排
出量

図表

3-2-2 主な国別、1人当たりエネルギー
起源CO2排出量

図表
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（注）1　（　）の数値は排出量（単位：億トン）

2　四捨五入のため、各国の排出量の合計は世界の総排出量と一致しないことがある。

資料：国際エネルギー機関（IEA）「Greenhouse Gas Emissions from Energy」2022 

EDITION を基に環境省作成

資料：国際エネルギー機関（IEA）「Greenhouse Gas Emissions from Energy」2022 

EDITION を基に環境省作成

2 世界のエネルギー起源CO₂排出量（2020年）

環境省「世界のエネルギー起源CO2排出量（2020年）」

脱炭素社会の実現に関する県民意識－宮城県
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城県

2021年
11月〜12月調査、宮城県に居住する18歳以上の者4,000

名対象（有効回答数：1,859
名）

大規模
再生可

能エネ
ルギー

施設導
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